
第１号様式                主要事業の進行状況報告書       平成 28年 9月 30日 

６ 局名 首都大学東京 事業名 公立大学法人首都大学東京 年度計画の実施 

事
業
概
要 

 

平成 23 年度から平成 28 年度までの６年間を計画期間とする第二期中期計画を達成

するため、平成 28年度において取り組むべき事項を年度計画として定め、着実な事業

展開を図る。 

 

こ
れ
ま
で
の
経
過 

平成 17年７月 

・「公立大学法人首都大学東京第一期中期計画」について、東京都知事の認可を受ける。 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 17年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 18年３月 

・「公立大学法人首都大学東京中期計画」の変更について、東京都知事の認可を受ける。 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 18年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 19年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 19年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 20年２月 

・「公立大学法人首都大学東京中期計画」の変更について、東京都知事の認可を受ける。 

平成 20年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 20年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 21年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 21年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 22年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 22年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 23年３月 

・「公立大学法人首都大学東京第二期中期計画」について、東京都知事の認可を受ける。 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 23年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 24年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 24年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 25年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 25年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 26年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 26年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 27年３月 

・「公立大学法人首都大学東京第二期中期計画」の変更について、東京都知事の認可を

受ける。 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 27年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

平成 28年３月 

・「公立大学法人首都大学東京 平成 28年度年度計画」を策定し、東京都知事へ届出。 

※上記の中期計画、年度計画は、すべて公式ホームページで公表している。 

（http://www.houjin-tmu.ac.jp/about/guideline.html） 



現
在
の
進
行
状
況 

平成 28年 

６月 

・平成 27年度業務実績報告書を、東京都地方独立行政法人評価委員会へ提出。 

・平成 27事業年度財務諸表を、東京都へ提出。 

８月 

・東京都地方独立行政法人評価委員会から、平成 27年度業務実績評価結果の通知を受

ける。 

※上記の「平成 27 年度業務実績報告書」は、公式ホームページで公表している。「平

成 27事業年度財務諸表」は、10月に公表予定。 

・業務実績報告書 http://www.houjin-tmu.ac.jp/about/guideline/reports.html 

・財務諸表 http://www.houjin-tmu.ac.jp/about/finance.html 

今
後
の
見
通
し 

平成 28年度は、第二期中期計画（平成 23年度～平成 28年度）をしめくくる最終の

年度として、第二期中期目標の達成のため、具体的な成果をあげるとともに、目前に

ある第三期中期計画期間を視野に捉え、以下の取組を推進していく。 

 

○教育・研究の充実 

 豊かな人間性と創造性を兼ね備えた人材の確保・育成のため、教育・研究内容の充

実や環境整備を促進 

○国際化の加速 

 学生の留学支援や留学生の受入れを拡充するとともに世界の大学等との国際連携を

展開するなど国際化を加速 

○社会貢献の推進・発信 

 東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取組をはじめとした、教

育・研究成果の積極的な社会への還元と効果的な発信及び都との連携の強化 

○その他組織運営基盤の強化 

 情報セキュリティ対策の徹底、ブランド力向上に向けた広報活動の積極的展開、ダ

イバーシティの推進 

 

問い合わせ先 
公立大学法人首都大学東京 経営企画室 企

画財務課 
電話 03-5990-5390 

 


